


























































































































































































































釜　数 明治9 明治10 明治11 明治12 明治13 明治14 明治15
80以上 1 4（3） 5 5 5 4
60以上 1 5 3（1） 2 2 2
40以上 1 1 2（1） 2 2 2 3
20以上 5 12 21（5） 19 17 16 工4
20未満 2 16 17（2） 13 3 3 9

























































































































































































































































































































































































































































































































貫 貫8 7 391 56
9 9 454 50
10 35 1，994 57
11 47 2，345 50
工2 41 2，514 61
13 29 3，172 109
14 26 3，078 118
ユ5 32 3，764 ユ18
16 32 3，136 98
17 26 3，052 117
18 25 2，556 102
19 21 3，881 185
20 23 3，366 146
21 2ユ 2，997 143
22 13 2，722 209
23 11 2，066 188
24 8 2，207 276
25 8 1，854 232


















































百斤製造費 代価製造 1経営百斤代価 平　　均 サンプルうち うち 費差額 製糸量 経営数繭　代 給料雑費
円 円 円 円 円 買
明治9 800．17501．97 395．38 106．59 298．20 82．46 6
同ユ0 683．04598．88 490．38 108．50 84．16 88，83 10
同11 687．50680．82 570．40 110．42 6．68 94．24 13
同ユ6 586，66582，97 479．33 103．64 3．69 102．57 28





































「 百斤製造費 「＝ 百斤代価 ■代価製造■
■ 一■うち うち 費差額一 蘭　代 給料雑費 ，■明治9 1001 「100 100 ・001…
＝
一
≡ 同10 85 1ユ9
　…1・・l　　　　　　　l
124　1
ヨ 同11 86 工36 1μ11041　2同16 73 116 ■ 　　　　　一121196r　1




























































！ その他 ■ 101．37！ ■
≡ 代価製造費差額 一12．40 87．30
≡ ≡
従業員数：A ！ 54人■≡ 49人




；就業日数：C 95目 ■■ 105日■
’人1灘1・・…1 ■O．02貫 ■■
■
0．03貫
■
35151
003貫1
483
（注）1．本表は，明治11－20年の「継続経営」のうち11・18の両年を比較でき
　　る8経営の平均値。
　2．従業員数には，工女その他男工も含む。
　3．繰目は，製糸量を工女延人数で除したもの。
　4．生糸百斤の製造費は、原料繭代・雑費給料の合計。
　5．明治u年は同12年「生糸生産書上」，同18年は『第2次農商務統計表』
　　に依拠。但L．11年の欄の従業員数は．12年の38経営の平均値。
　　　なお、12年の継続8経営の就業日数平均値はl02日である（明治12年
　　「生糸製造所調」）。
111貫に対し159貫と，かなり突出した姿を表してくるのである。
　この明治11年から同18年にかけての諸変化の中で，とくに次の点が注目され
る。それは，平均従業員数が11年の54人から18年には49人へと減少しているに
も拘らず，平均製糸量が97貫から159貫へと激増している点である。本表で取
り上げた経営の平均釜数は，この問むLろ増加の傾向にあるから，値1釜＝繰鍋
で繰糸に携わる製糸工女の数が削減されたとは考え難い。従ってここでの省力
化は，おそらく製糸工女以外の補助的労働者のそれによって成し遂げられたも
のであろう。この問の平均製糸量は，1．6倍の上昇を示Lているから，必然的
に労働生産性の上昇を見込まざるを得ない。そこで・就業日数の違いをも考慮
して従業員1人1日当りの製糸量（B／A／c）を算出したところ，明治11年0．02
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貫に対し，同18年は0．03貫，1．5倍の増加という結果を得た。
　この増加は，単純には労働生産性の向上を示すものであるが、しかしそれの
みにはとどまらない。ここに示された1．5倍の増加の要因としては，①原動力
の変化，②工女1人当りの繰枠数の増加，③製出生糸の相対的太糸化（生糸1
本当りの繭粒付数の増加＝生糸重量の増加），④r器械」の稼働率上昇による
ロスの減少，などが考えられる。このうち①は，12の継続経営の中で明治20年
までに原動力を変更Lたものが僅かに1つであることからみて，ほとんど間題
にならない。ωまた②も，明治38年に至ってもたお高山の工女1人当り繰緒数
が2口繰程度であるところからすると想定し難い。ω
　従って明治10年代の継続経営においては，③及び④が実現されつつあった可
能性がある。そして，③についてはそれを裏付ける若干の資料も存在する。す
なわち，継続経営に属する直井佐兵衛のr履歴」には，明治14年に直井らが生
糸を米仏に輸出した際，r米国に於て頗る成果を得」，それ以後同17年まで4年
間米国へr直輸出」を行ったとある。また同12・13年の開産杜製糸所総代の商
況報告にも，この当時，高岬こおいて米国向け生糸生産が増加しつつあったと
の指摘がみえる。胸米国向け生糸の太さがそれ以前のフランス向け生糸よりか
たり太目であったことは通説といって良く，㈱事実，先の開産杜製糸所総代の
明治13年商況報告にも，米国向げ生糸生産の増大に伴う「極細糸」の減少が指
摘されているのである。そLて直井佐兵衛の例に明らかなとおり，継続経営こ
そ，このように増大しつつある米国向け太糸生産の中心的担い手ではなかった
かと推測されるのである。
　以上述べてきたとおり，継続経営に代表される若干の経営については・省力
化をはかる一方でフランスからアメリカヘの市場的変化にも適応しつつあっ
た。明治10年代を通じ，全体として高山器械製糸業は停滞したかたちで推移し・
諏訪器械製糸業との差も歴然となってくるのではあるが，しかし，結果として
支配的なものとはなり得なかったにせよ，一部に生産力的拡充の方向が芽生え
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つつあったことも看過さるべきではなかろう。
注（1）なお，40釜以上の9経営についてはその56％に当る5経営が存続している。矢木
　　明夫氏は諏訪を例に取り，「原蓄遇程の進展度よりする時，明治10年代において為
　　理なく存続しえた器械製糸の規模は二○人前後せいぜい四○人繰位までの所であっ
　　た」と述べておられるが（矢木明夫『前掲書』188頁），高山の器械製糸の事例では
　　40人繰以上の経営ほど安定的であった。
　（2）明治10－12年期と同13－15年期の階層毎の平均生産量とを比べると，40釜以上の
　　各階層で1．4－1．5倍，それ以下の階層では1，8－2．3倍といったところである（第4
　　表参考資料に依拠）。
　（3）明治11年の売り先の判明する15の器械製糸経営のうち12経営は「茂木惣兵衛」，2
　　経営は「横浜三井会杜」であった（明治12年「生糸生産書上」）。なお，明治10・11
　　年分について犬まかな金額を捕捉しえた経営数は，全体の三割程度である。動力別
　　には水力・人力の一方への偏りはないが，釜数別では40釜以上の比較的大規模な器
　　械経営が多い。
　（4）以下「履歴」資料は，前出「生糸製造二関スル履歴書」「蚕業功労者調」。
　（5）明治12－14年にかけての器械生糸と座繰生糸との価格は付表に示すとおりであ
　　る。器械糸価格は座繰糸のユ、2倍程度であった。なお座繰法の製造費用が明らかで
　　はないので利益率の比較は出来ない。
　　　　　　　　　　　　　付表　生糸百斤当り価格
器械糸：A　座繰糸：B　A／B
明治12　　760．00
　　13　　　　　853．28
　　14　　　1，062．24
626，72　　　1．21
715．72　　　　工．19
875，52　　　　1．21
（注）　「開産杜総代より大蔵省商務局宛上申書」（高山市郷土館所蔵）
　所載の飛騨三郡器械塗造及び座繰提造の価格に拠るo明治12・13
　字は9一ユ2月の、同14年は8－11月の平均価格。
（6）明治16年「製糸事業景況」。
（7）前掲『横浜市史』第3巻上359頁。
（8）しかし明治14年についても，「洋銀下落」によって生糸下値との記載がみえる（明
　治12－4年「開産杜製糸所総代より大蔵省商務局宛上申書」）。これは，生糸価格が日
　毎に変化する洋銀相場と遠動して極めて不安定な捷移を示しており，従って製糸業
　老＝荷主にとって「売却時機」が殊の外，重要であったことを窺わせる。例えぱ明
　治16年の「開産杜事業景況」には，「一六年度製糸売却時機ハ（中略）一○月一一月
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　生糸下落スルニ依リ，何レー七年一月以後ナラテハ商況ヲ挽回スルノ見込無之，因
　リテ夫迄ハ売却ナササルノ心算ニテアリシヲ，横浜振繕組二於テ，荷主一名ノ示談
　モナクシテー一月二至リ専断ノ故ヲ以売却（中略）販売見込ノ蒔機ヲ失セシカ為（中
　略）損失ヲ増加セリ」とある。
（9）第8表の継続8経営の釜数変化は，明治11年合計380釜で1経営の平均は48釜，
　ユ6年には432釜で平均は54釜と増加の傾向にある（明治11年「妓阜県管内機械製糸
　所一覧表」，同16年「製糸事業景況」）。
⑩　明治11年から同15年については「岐阜県管内機械製糸所一覧表」，明治16年以降
　については各年『岐阜県統計書』参照。
ω　朗治40年『第四次全国製糸工場調査表』。
⑫　「開産杜総代より大蔵省商務局宛上申書」。
⑱例えぱ石井寛治『前掲書』42頁参照。
4　おわりに
　近世において，飛騨は為登糸地帯として幕藩制的な商品流通機構の中に組み
込まれており，高山二高山商人はそうした流通の飛騨におげる結節点としての
役割を担っていた。しかし，安政の開港によってこうした構造は大幅な変動を
余儀たくされた。生糸集散の中心には，京都に代り開港場横浜が押し上げられ
た。そLてこの新たに生じた飛騨一横浜間の生糸流通をめぐり，明治期には高
山商人の強力たライバル「他国商人」が登場し，高山商人は流通支配権を失う
ことになったのであ飢高山商人が生糸営業から引き続き利潤を抽出していく
ためには，横浜市場で受げ入れられる品質の生糸を確保する必要があったが，
開港後の生糸粗製濫造により，ここ飛騨でも良質生糸の生産は減少していた。
また僅かに残った良質生糸についても，新たに入りこんできたr他国商人」と
の競合が必然であったと思われ乱
　横浜で受げ入れられる品質の生糸を確保するために，高山商人は器械製糸を
選択せざるを得たかった。そLて器械製糸への進出は大資本を要するが故に，
彼ら自らが生産に携わることを余儀なくした。そこで彼らは，政府＝県の器械
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製糸奨励策を活用しつつ器械製糸経営への進出を開始したのである。彼らの行
動はr他国商人」に対する防衛的な意味をもつが故に急速であり，また彼らの
幕藩制下での蓄積を反映してその経営には相対的に大規模なものが多く含まれ
ていた。
　こうして出現した器械製糸経営にとって，明治10年代の経営環境は好適なも
のとは言い難かった。すなわち，当初は原料繭の高値が，後には洋銀相場の下
落が，高山の器械経営に打撃を与えた。r代価製造費差額」の推移から見て，
明治11年以降，経営の利幅はかなり縮小Lたと考えられる。Lかも信州諏訪と
は異なり，器械製糸経営が下から続々と誕生するという状況は，ここ高山にお
いては見受けられなかった。その結果，経営の数は減少し，やがて生産量も停
滞するなど，全体として高山の器械製糸業は停滞的に推移する。
　ただし，明治ユ0年代を通じて存続する経営については，省力化を図り，また
市場の変化に対応して生糸品質を転換するなど，生産力的拡充への方向性がみ
とめられる。しかし，こうLた方向性も，高山器械製糸業の停滞性を払拭する
には至つていない。
　以上，高山におげる器械製糸の展開遇程は，幕藩制的な生糸流通の中枢にあ
った高山商人の，開港によるイソパクトヘの対応過程ととらえることが出来よ
う。民富の上に成立したものではないが故に，高山における器械経営の発生力
が諏訪に比べて著しく劣っていた感は否めない。しかLそうした中で，生産力
的拡充の方向性を秘めた経営が存在したことも看過L得ない。かかる経営が順
調に成長し得なかった要因は，隣接する信州諏訪器械製糸業との関係でとらえ
る必要があると思われるが，これについては別の機会に論じることにしたい。
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